
持続可能な⾧岡水道のあり方に関する懇話会
第５回

令和７年３月１１日
⾧岡市水道局



－目次－

１ 検討課題／ P１

２ 水道事業の持続に必要な資金の見通し／ P２

３ パラメータの設定／ P３

４ 各パラメータの見通し及び経営目標／ P４～６

５ 資金の見通し（試算結果）／ P７

６ 考えられる対策／ P８

７ 懇話会の振り返り／ P９～10



第３回検討事項（令和６年11月12日）
Ⅰ．施設・管路の老朽化や強靭化にかかる整備需要への対応
Ⅱ．施設・管路の維持管理にかかる効率の向上

第４回検討事項（令和６年11月28日）
Ⅲ．水道水の安全性や安定供給の維持、料金納入方法等にかかるサービス向上
Ⅳ．ベテラン職員等の減少に伴うマンパワー低下への対応
Ⅴ．収益減少とコスト上昇による将来的な資金不足への対応①（新たな収益の確保）

第５回検討事項（本日）
Ⅴ．収益減少とコスト上昇による将来的な資金不足への対応②

１ 検討課題
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・これまで、当懇話会では、老朽化の進行に伴う施設・管路の整備需要への対応や、水道水の安
全性を維持するための対策など、様々な課題への対応を検討してきました。

・しかし、人口減少に伴う給水収益の減少と、物価や工事費等の高騰によるコスト上昇など厳し
さを増す財政状況のなか、様々な課題に適切に対応し、経営を持続していくためには、必要な
資金を確保し、維持していくことが求められます。

・そこで、次の条件を設定し、当面の資金の見通しを試算します。

２ 水道事業の持続に必要な資金の見通し

＜試算条件＞
ア 今後１０年間の収支見通しを予測するなかで、前期５年間における資金の状態を試算します。
（理由）水道法施行規則において、３～５年ごとに（財政試算に基づく）料金の見直しを行うこ

ととされているなど、短期的な見通しは５年程度が望ましいと考えられるため
イ 試算にあたって、水道事業会計の収支を構成するパラメータを掲げ、それぞれの見通しや経
営目標値などの条件設定を行います。

ウ 簡易水道事業については、現状で給水原価が供給単価の３倍と大幅な原価割れを起こしてお
り、現実的な料金水準を維持するためには一般会計からの経営支援が必要であるため、本件の
試算対象から除くこととします。
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ア．収益的収入：給水収益、加入金、下水道受託収益など

イ．収益的支出：人件費、動力費、修繕費、減価償却費、支払利息など

ウ．収支：収益的収入と収益的支出の差引。純損益（＝施設・管路整備費用の財源）

エ．建設改良費：施設・管路の整備及び更新などに係る費用

オ．企業債残高：建設改良費などの財源に充てる借金（企業債）の残高

カ．運転資金残高：水道事業経営を維持するために必要な資金

キ．その他
加入金：新たに水道を引く際等にかかる負担金。新旧利用者間の負担の公平を

図る趣旨

３ パラメータの設定

資料：水道会計のしくみ＜資料集P1＞
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４ 各パラメータの見通し及び経営目標

ア.  収益的収入：給水収益は５年で累計約８億円 減少 ＜資料集P2＞

イ.  収益的支出：営業費用は５年で累計約１７億円 増加 ＜資料集P3＞

ウ.  収支： R８年度以降、純損失（赤字）を計上 ＜資料集P4＞

★経営目標： 「純利益（黒字） を維持」

・純利益は建設改良費や企業債償還の財源であり、事業継続に不可欠

・純損失（赤字）が出た場合、これを埋めるため運転資金の減少が加速 →異常事態



エ.  建設改良費：老朽化による更新費の増加 ＜資料集P5＞

★経営目標：「水道水の安定供給と後年度負担の平準化を踏まえた事業規模を設定」
① 浄水や送水などの急所施設及び基幹管路※を目標耐用年数で更新
② その他管路の目標耐用年数を最適化 ☛将来的なAI活用（資P10）により優先度を設定

③ ①②及び後年度負担（減価償却費、企業債償還）の平準化を踏まえ、建設改良費
を年３８億円程度と設定

〔参考：今後10年間で想定する事業の例〕

施設｜妙見浄水場給水区域拡大事業、栃尾浄水場遠方監視設備更新事業
栃尾浄水場薬品注入設備更新事業など

管路｜基幹管路の耐震管延⾧が58km増加、耐震管率が16.9ポイント上昇
・災害時の人命救助を担う基幹病院と、災害対策及び司令本部機能を担う施
設の管路耐震化完了を見込む

※ 導水管、送水管、配水本管の総称
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オ.  企業債残高：資金減少により企業債の借入額と残高が増加 ＜資料集P6＞

★経営目標： 「償還と収入のバランスを維持」

企業債残高対給水収益比率※を現状レベル（３６０％）で維持
※企業債現在高合計／給水収益× 100 ☛給水収益に対する企業債残高の割合。返済能力を表す

カ.  運転資金残高： R９年度末に安全値を下回る ＜資料集P7＞

★経営目標： 「資金残高 ３２億円※ を維持」

※災害等で４か月程度給水収益が途絶えても事業費用を賄える現金預金の額

☛流動資産（現金預金など） －流動負債（未払金など。但し建設改良企業債は除く）

キ.  その他

○加入金：当面は現行制度を維持 ＜資料集P8＞

・R5決算額 82,999千円
・合併後、未統一
・現在、日本水道協会において制度の改変を検討中。この動向を見ながら対応を検討 6
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令和８年度末に収益的収支が赤字、翌９年度末に運転資金が安全値を下回
り、水道事業の持続が困難になる見通し

令和８～１２年の５年間の収支不足額 およそ６０億円

５ 資金の見通し（試算結果）

経営改善の取組が必要
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６ 考えられる対策

区分 対策 内容・効果 課題

経営努力の継続

・これまで、人件費や支払利息の削減等経費削減に取り組

 んできた（資料集P9）

・今後も、引き続き業務効率化と費用削減に取り組む

・経費の削減に一定の効果が見込める

・水道事業では、費用の大半を減価償却費や動力費などの固定費が占

 めていることから、ソフト面の改善効果は限定的であるため、給水

 収益の減少分や、物価上昇等に伴う費用の増加分、また、施設・管

 路の老朽化、強靭化対策のために実施する建設改良事業費に伴う減

 価償却費等の増加分を賄うことは困難

建設改良事業の削減

・管路の重要度に応じた採用管種の見直しやＡＩによる劣

 化度診断による管路更新の優先度設定、人口減少に適応

 した施設のダウンサイジング等に取り組み、設備・管路

 の更新等に係るコストの縮減及び平準化を図る（資料集

 P10）

・導入初期はＡＩの学習が追い付かず、診断精度が上がらないことが

 想定されるため、漏水等の発生頻度が高まるリスクがある

・必要以上の事業費削減は、老朽化した施設・管路の更新の遅れにつ

 ながり、安全な水の安定的な供給に支障が生じるおそれがある

企業債借入額の増額
・建設改良事業に対する企業債の充当率を上げ、借入額を

 増額することで、事業実施に必要な資金を確保する

・利息の支払額が増加することで、収支の悪化が加速する

・人口減少により、相対的に償還に係る将来世代の負担が増加する

・企業債の償還が、経営上過度な負担とならないよう、収入とのバラ

 ンスを取っていく必要がある

水道料金の見直し
・水道事業の経営に必要な収益を確保することで、将来に

 わたり安定的な経営を持続する
・使用者の負担増につながるため、慎重な検討を要する

事業費削減

収入確保
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これまでの懇話会を通じて、水道事業経営の持続にかかわる施設面、財政面における問題点や、考
えられる対策など、多岐にわたる課題について議論してきました。次回の懇話会で、持続可能な⾧岡
水道のあり方に関する意見書をまとめるにあたり、これまでの検討の経過を振り返り、課題のポイン
トを整理します。

（１）水道事業経営の持続にかかわる主な問題点
ア．施設・管路の老朽化

多くの施設・管路で老朽化が進んでいます。能登半島地震の教訓をもとに着実に更新を進め、
強靭化を図る必要があります。また、更新・強靭化の推進にあたっては、整備コストの圧縮や
平準化に配慮し、将来世代の過度な負担を抑制することが求められます。

イ．水道水の安全性や安定供給の維持
給水人口や労働人口の減少に伴い、給水収益やマンパワーの減少が見込まれるなか、ＰＦＡＳ

など新たな問題への対応や、管路の老朽化に伴う漏水（断水）対策など、生活に欠かせない水
道水の安全と安心を確実に守っていくことが求められます。

ウ．収益減少とコスト上昇
人口減少や節水型設備の普及などの影響により、給水収益は減少が続く見通しです。これに物

価や工事費等の高騰に伴う給水コストの上昇が重なるなかで、水道事業経営は一層厳しさを増
しています。健全な経営を維持するため、コストの抑制と、必要な資金の確保の両面からの取
組みが求められます。

７ 懇話会の振り返り
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（２）考えられる対策
前記の問題点に対して、水道局ではＡＩなど新しい技術の活用や、先進事例などを参考に検討を

行い、次のような対策を例示しました。また、各対策の実行にあたり、必要な資金やマンパワーの
確保など解決すべき課題も合わせて示されたところです。諸課題の解決を図りながら、経営の持続
に向けた対策を着実に実行していくことが求められます。

＜安全・安心の確保に向けた対策例＞

ア．更新のタイミングに合わせて、基幹管路の着実な耐震化を進める

イ．急所施設を設定し、更新時期を含む経済性や重要度を考慮しながら、選択と集中により耐震性の強化に取り組む

ウ．ＰＦＡＳ等有害物質の検査体制を強化し、水道水の安全を確保する

エ．減断水発生時の応急復旧や応急給水について、ＧＰＳやＧＩＳなど情報技術を活用し対応の迅速化を図るとともに、民
間企業との連携を深めるなど、危機管理体制を強化する

オ．⾧岡水道１００周年の機会をとらえ広報活動を強化し、水道の現状や課題に対する市民理解の促進を図る

＜効率向上とコスト節減に向けた対策例＞

カ．更新にあわせて施設の統廃合を進めるとともに、浄水施設や水道管路を水需要に応じた規模にダウンサイジングする

キ．ＡＩ劣化度診断や人工衛星漏水調査など新たな技術を活用し、効率的に水道管の更新箇所の優先度を設定するほか、更
新サイクルを見直すなど、予算の投資効果と更新の効率化を図る

ク．労働人口減少に伴い、新たな職員の継続的な確保や育成が困難になるおそれがあるなか、ＤＸの活用や、組織や業務の
見直しにより人的資源を投入する業務範囲を絞り込むなど、最小のコストで最大の効果をあげる体制づくりに取り組む
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（３）資金不足への対応
水道事業の経営が厳しさを増すなか、経営の持続にかかわる問題への対策にあたっては、その推

進に必要な資金を確保し、維持することが求められます。一定の条件のもとで当面５年間の収支の
見通しを試算したところ、およそ６０億円の収支不足となり、資金が安全値を下回る見込みが示さ
れています。経営持続に欠かせない資金の確保に関しては、事業の合理化や料金の見直しなど、喫
緊の課題として重点的に取り組む必要があります。また、現状や見通しをわかりやすく広報し、市
民理解を得ながら対応していくことが求められます。



資料集



＜資料＞ 水道事業会計のしくみ

（水道だより 2024年12月号「令和５年度水道事業会計決算のあらまし」より） 1



＜資料＞ 営業収益の見通し

2

給水人口：国立社会保障・人口問題研究所の総人口及び指数（令和２年＝100とした場合）

の推計を基礎とした行政区域内人口推計×普及率に実際の給水人口減少率を考慮し推計

有収水量：家庭用については、人口減少を考慮しつつ、Ｒ２、３の新型コロナ禍の影響を

控除したうえで時系列分析を行い推計

工場用は近年の傾向を反映して試算

その他（公共用、プール用、病院用等）は、用途ごとに時系列分析を行い推計

営業収益：給水収益など、主たる営業活動から生じる収益

給水収益：時系列分析等により推計した有収水量により試算

加入金：時系列分析により推計

下水道受託収益：Ｒ１～５の平均により試算

8～12年累計 約8億円減（R7比較）



＜資料＞ 営業費用の見通し

3

＜主な費用増加理由＞管路や施設の更新量増加に伴い、減価償却費及び資産減耗費が増額することによるもの

※グラフの数値については、端数処理の関係で合計と内訳の計が一致しないことがある

8～12年累計 約17億円増（R7比較）

営業費用：給配水施設の動力費など、主たる営業活動のために生じる費用



＜資料＞ 収益的収支の見通し

4

赤字へ赤字へ
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建設改良費計：476億円

＜資料＞ 建設改良費の見通し

5

目標耐用年数の見直しと
後年度負担の平準化



＜資料＞ 企業債残高の見通し

6

※上記グラフは、平準化後の事業費（資料P5）に対し、これまで40％程度としていた充当率を50％程度まで
引き上げた場合の見通し



＜資料＞ 運転資金残高の見通し

7

安全値（32億円）を下回る

＜運転資金32億円の内訳＞

・経常的に現金支出が発生する維持管理費の４月分（９億円）

・半期に１度現金支出が発生する企業債元利償還額の半期分（８億円）

・請求があった場合に現金支出が発生する建設改良費（事務費を除く）の前払金相当（40％）額（15億円）

※上記グラフは、これまでの各パラメータの見通しを踏まえたもの



＜資料＞ 加入金

【Ｒ５実績】

上水： 82,999千円

簡水： 180千円

※上水の収益的収入に占め

る割合は1.6％程度

水 道 （単位:円 税抜き）

メーター
口　　径

長　　岡 越路東部
小　　国
越路西部

与　　板
三　　島
和　　島

寺　　泊 栃　　尾 平均額 最低額 最高額

13㎜ 55,000 50,000 40,000 53,000 40,000 60,000

20㎜ 128,000 90,000 70,000 81,600 60,000 128,000

25㎜ 220,000 70,000 100,000 150,000 120,000 132,000 70,000 220,000

30㎜ 330,000 80,000 140,000 230,000 180,000 192,000 80,000 330,000

40㎜ 660,000 100,000 250,000 300,000 300,000 322,000 100,000 660,000

50㎜ 1,080,000 120,000 380,000 400,000 500,000 496,000 120,000 1,080,000

75㎜ 2,900,000 250,000 850,000 600,000 1,200,000 1,160,000 250,000 2,900,000

100㎜ 5,440,000 500,000 管理者が別
に定める額

管理者が別
に定める額

管理者が別
に定める額

2,970,000 500,000 5,440,000

簡易水道 （単位:円 税抜き）

メーター
口　　径

山古志 小　　国 川　　口 栃　　尾 平均額 最低額 最高額

13㎜ 50,000 46,667 30,000 60,000

20㎜ 75,000 55,000 30,000 75,000

25㎜ 100,000 100,000 76,667 30,000 100,000

30㎜ 200,000 115,000 30,000 200,000

40㎜ 350,000 190,000 30,000 350,000

50㎜ 550,000 290,000 30,000 550,000

75㎜ 30,000 30,000 30,000

100㎜ 30,000 30,000 30,000

30,000

60,000

管理者が別
に定める額

60,000 60,000
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（１）これまでの取組

＜資料＞ 経費削減の取組
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・管路の重要度に応じた管種の採用により、整備コストの縮減を図る
・AIなどで更新の優先度を設定するなど、更新費用の平準化を図る
・人口減少に適応したポンプ場や配水池のダウンサイジングを図る
・大口径管路のDB方式を導入し、更新工事の効率を高める

（２）今後の取組


